
岡山県行財政経営指針
～行革の成果を維持しつつチャレンジする県庁へ～

１ 県行財政の現状と課題

これまでの行財政改革の取組により、収支不足が大幅に縮小するなど、本県

財政は改善しているものの、高齢化の進展等に伴う社会保障関係費の累増など

から今後も収支不足が見込まれている。さらには、国の財政状況等を踏まえれ

ば、今後の地方一般財源総額の確保も予断を許さないことから、持続可能な財

政運営を行うためには、引き続き、財政健全化の取組が求められている。

また、社会経済情勢の変化を捉えた施策を積極的に展開していくためにも、

これまでの行財政改革の取組の成果を維持するとともに、コスト意識の徹底を

図り、不断の改革・改善に取り組むことで、経費支出の効率化に徹することは

もとより、県税をはじめとした歳入確保に努め、財政運営の健全化を図る必要

がある。

さらに、南海トラフ巨大地震等の災害をはじめ、教育県岡山の復活や産業の

振興・雇用創出など本県が直面している課題、地方分権改革に伴う国と地方の

役割分担の見直し、国による各種制度の変更等に的確に対応することが求めら

れている。

２ 行財政経営指針の必要性

全ての県民が明るい笑顔で暮らす「生き活き岡山」の実現に向けて、これま

での行財政改革の取組の成果を維持するとともに、将来を見据え、限られた資

源を最大限に有効活用し、より効率的、効果的な行財政経営を行い、県政推進

の羅針盤である「晴れの国おかやま生き活きプラン」に掲げる政策目標の達成

を支え、また、社会経済情勢の変化や県民ニーズに即応できる行財政基盤を確

立するため、「行財政経営指針」を策定する。

３ 行財政経営の基本理念

「顧客重視」、「コスト意識」、「スピード感」の３つの視点を持ち、不断の改

革・改善に取り組み、「生き活き岡山」を実現するため、県民の要請に応えるこ

とのできる行財政経営を目指す。

顧 客 重 視…… 職員一人ひとりがアンテナを高くして幅広く顧客のニー

ズを把握し、現場の実情を十分に踏まえ、満足度を高める、

相手に響く経営を行う。

コスト意識…… 同じコストであればより大きな成果を、同じ成果であれば

より少ないコストでの実施に努めるなど、コスト意識を持っ

た経営を行う。

スピード感…… 時代の変化に即座に対応し、県民の求めるタイミングで行

政サービスを提供するなど、スピード感のある経営を行う。

※顧客… 県民はもとより、本県への移住希望者や進出意欲を持った企業、

国内外からの観光客などを含む。
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４ 行財政経営のための基本方針

（１）不断の改革姿勢

職員一人ひとりはもとより県庁組織全体で、不断の改革・改善に取り組む

姿勢を持つ。

（２）チャレンジする組織風土

職員の意識改革や能力開発を図り、複雑多様化する行政需要に的確に対応

するとともに、慣例や前例にとらわれず自由な着想で積極果敢にチャレンジ

する組織風土を醸成する。

（３）執行体制の整備

「晴れの国おかやま生き活きプラン」を積極的かつ着実に推進する執行体

制の構築に取り組む。

（４）持続可能な財政運営

これまでの行財政改革の成果を維持し、財政規律を守った持続可能な財政

運営に努める。

（５）将来も見据えた全体最適化

防災対策、高齢化の進展による社会保障関係費の増、国の動向など将来も

見据えながら、幅広い県民の意見・ニーズを踏まえつつ、事業の選択と集中

を徹底し、全体最適化を図る。

※全体最適化… 広い視野を持って、本県の現状や将来を見据えながら、限

りある資源を効果的に配分し、県勢全体の発展を目指す。

５ 推進期間

平成２６年４月から平成２９年３月までの３年間

６ 県財政の現状と今後の見通し等

（１）財政状況分析

①今後の収支見通し【参考資料１】

景気回復傾向により税収が増加の見込であることなどから、収支は改善

しているものの、高齢化の進展等に伴う社会保障関係費の累増などから今

後も収支不足が見込まれている。

②財政調整基金の積立状況【参考資料２】

収支不足等に備えるための財政調整基金（通常分）の残高について、標

準財政規模に占める割合を比較すると、対全国比、対類似５団体比とも備

えの少ない状況にある。

■財政調整基金（通常分）残高

平成２５年度６月補正後 41億円

■標準財政規模に対する割合

平成２３年度末 1.2％（全国平均3.4％、類似５団体平均4.1％）

※通常分… 本県では財政調整基金を「通常分」、「その他」で区分管

理しており、「通常分」は突発的な財政需要、「その他」は

あらかじめ見込まれている財政需要に備えるために積立を行

っているものである。
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※類似５団体… 栃木、群馬、長野、岐阜、三重

③財政健全化判断比率等の状況【参考資料３】

平成２４年度決算時点では、平成１９年度決算時点に比べ実質公債費比

率、将来負担比率とも改善しており、財政の健全化が進んでいる。

■実質公債費比率

平成１９年度 16.1％（全国平均13.5％、全国36位）

→ 平成２４年度（速報値） 14.0％（全国平均13.7％、全国12位）

■将来負担比率

平成１９年度 253.3％（全国平均222.3％、全国33位）

→ 平成２４年度（速報値） 222.1％（全国平均210.5％、全国28位）

④県債残高の推移と将来推計【参考資料４】

臨時財政対策債の発行が高水準で続くことを前提とすれば、県債全体で

は増加を続ける見込みであるが、臨時財政対策債を除くと、県債残高は減

少を続ける見込みである。

■県民１人あたりの県債残高（臨時財政対策債を除く）全国順位

平成１９年度 １７位（542千円／人）

→ 平成２３年度 １７位（508千円／人）

⑤県税収入率の推移【参考資料５】

県税の収入率は、徴収対策の取組の強化により、平成２１年度以降年々

上昇している。

■県税収入率

平成２１年度 96.4％（全国平均96.1％、全国23位）

→ 平成２４年度 96.9％、（全国平均96.5％、全国17位）

⑥歳出予算の内訳（財政硬直化の状況）【参考資料６】

平成２５年度当初予算では、人件費や公債費、社会保障関係費などの義

務的経費が全体の約74％を占めており、財政の硬直化が進んでいる状況に

ある。

■平成２５年度当初予算に占める義務的経費の割合

73.7％（人件費34.2％、公債費15.6％、社会保障関係費12.5％）

⑦本県の社会保障関係費の状況分析【参考資料７】

高齢化の進展等により、現行制度を前提として、今後も年20～40億円程

度増加していく見通しである。

■社会保障関係費の将来推計（一般財源ベース）

平成２５年度 784億円 → 平成３４年度 1,040億円

（２）中長期目標

社会保障関係費の累増等により、年々財政の硬直化が進んでいく状況下に

おいても、社会経済情勢の変化を捉えた施策を積極的に展開していくため、

次のような目標を掲げ、持続可能な財政運営を行う。

①財政調整基金の積立目標（達成年度平成３０年度）

財政調整基金（通常分）について、地方財政健全化法における実質赤字

比率の財政再生基準を踏まえ、標準財政規模の５％に相当する額を最低限

の積立目標とし、他県の状況等を踏まえ、更なる積立を目指す。

■標準財政規模の５％に相当する額

約210億円（平成２４年度標準財政規模421,554,230千円）
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②県債残高及び財政健全化判断比率（実質公債費比率・将来負担比率）

臨時財政対策債を除く実質プライマリーバランスの黒字を維持する。

また、財政健全化判断比率（実質公債費比率・将来負担比率）につい

て、全国平均以上を目指していく。

③臨時的な歳入対策に依存しない財政運営

特定目的基金からの借入れや企業局からの借入れ等臨時的歳入対策に

頼らない財政運営を行う。

④退職手当債の発行抑制

公債費の増加による財政状況の悪化を防ぐため、退職手当債を発行し

なくとも予算編成が可能となるよう目指していく。

⑤県税の収入率の向上

県税の収入率について、全国順位一桁台の収入率を目指していく。

７ 推進に向けた取組

（１）歳出適正化

①義務的経費

○人件費

職員数の最適化を図るとともに、国や他の地方公共団体、民間との均

衡原則等に基づき給与を適切に決定する。

○公債費

退職手当債の発行抑制、実質的県債残高の縮小を図り、臨時財政対策

債を除く実質プライマリーバランスの黒字を維持する。併せて、公債費

の平準化を図るとともに、金利変動リスクの適切な管理を行う。

○社会保障関係費

健康寿命の延伸や在宅医療の推進などにより、医療費等の適正化を図

り、社会保障関係費の適切な水準を維持する。

②一般行政経費

○運営費

これまでの行財政改革による施設の維持管理経費などの見直し内容を

維持するとともに、見積方法の検証、経費削減の徹底を図る。

また、維持管理経費の縮減や資産の有効活用、遊休資産の売却を促進

するため、ファシリティマネジメントを推進していく。

○事業費

スクラップ・アンド・ビルドや事業終期を徹底するとともに、進行管

理の徹底や事業効果の検証等により、予算の計画的執行を図る。

新規事業の実施に当たっては、事業の必要性や熟度、費用対効果を重

視し事業選択を行う。また、費用対効果を測ることが困難である、又は

費用対効果という概念になじまないものを実施する際には、説明責任を

適切に果たしつつ、県に求められる役割から真に必要とされるものや県

の戦略上特に重要なものに重点化する。

③投資的経費

大型公共事業を行う際に行われる費用便益分析（B/C）について、便益が

費用を上回ることは当然であり、事業の必要性や熟度、費用対効果を重視
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し事業選択を行う。その際には、得られる便益等について適切に情報開示

を行い、県民の理解を得た上で事業を進める。

また、今後増加する公共施設の維持修繕費・更新費の最小化・平準化を

図るため、アセットマネジメント手法を活用するなど、計画的な維持修繕、

大規模施設の長寿命化等将来にわたって適切な管理を行う。

さらに、その他の大型事業で、真に必要かつ急を要する事業を計画するに

当たっては、その所要額を見極めつつ、国庫補助金等の活用も合わせた全体

としての財源確保を図るとともに、経費の平準化を行う。

（２）歳入確保

○県税収入率の向上及び滞納額の縮減、税外滞納債権整理の推進

県税（個人県民税を除く）の徴収対策として、財産調査の徹底、迅速

・厳正な差押え並びに公売及び取立の実施、徴収体制の充実に努めると

ともに、納付方法の多様化を検討する。

個人県民税については、市町村との連携を強化し、特別徴収の徹底及び

滞納整理推進機構による滞納整理の促進を図る。

また、税外滞納債権については、県が一丸となって組織を上げて徴収対

策に取り組む。公平性の確保のため、払えるのに払わない者に対しては弁

護士との連携による法的手段を活用するなどの対策を講じるとともに、

生活が困窮している方など払いたくても払えない方の債権等については、

財産調査等を適切に行った上で、債権の放棄等も行う。

○ふるさと納税の推進、宝くじの売上増加

ふるさと納税を推進するとともに、宝くじの一人あたり販売額全国平

均以上を目指し、各種取組による販路拡大など積極的に販売促進を図る。

○使用料の適正化及び遊休資産の売却等

使用料の適正化及び適切な受益者負担の検討を行うとともに、未耐震

の県有施設や未利用・低利用の県有資産等については、その在り方を検討

し、県として保有する意義の少ない資産についてリストアップし速やかに

売却する。

また、資産の有効活用、遊休資産の売却を促進するため、ファシリテ

ィマネジメントを推進していく。

○国への提案

政令指定都市への教職員定数等に関する権限移譲や給与負担に係る財源

措置、国民健康保険制度の見直しや特定疾患治療研究事業の超過負担の解

消などについて、国に対し地方の実態を踏まえた制度設計となるよう働き

かけを行う。

また、臨時財政対策債の縮減・解消や元利償還の財源の確実な措置や、

地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保等に向けた積

極的な働きかけを行う。

○産業振興等による税源の涵養

本県の充実した広域交通網や自然災害の少なさなど、国内有数の安全

で安定性の高い操業環境という強みを生かし、市町村と連携しながら積

極的な企業誘致活動を行う。

また、中小企業に対するきめ細かな支援策を一層強化していくとともに、

引き続き、県内企業の技術力強化など新産業の育成や起業・創業の推進に

- 5 -



結びつけていく。さらに儲かる産業としての農林水産業の実現を目指す。

これらの税源涵養に繋がる施策を推進することで産業全体の底上げを

図り、福祉や教育などに積極的に投資できる自立的な財政基盤を確立し

ていく。

（３）将来の財政負担への備え

大規模災害等の不測の事態や今後も発生が見込まれている収支不足に備え

るための財政調整基金と、金利の急激な変動に備えるなど県債の償還を安定

的に行うための減債基金への着実かつ計画的な積立を行う。

また、今後、増加する公共施設の維持修繕・更新や大規模事業案件など将

来的に見込まれる財政負担に対応するための基金の新設を検討する。

（４）各種評価制度の活用

包括外部監査、新行政評価、公共事業評価、大規模施設建設事業評価、試

験研究機関の外部評価など各種評価結果に基づき、施策及び事務事業の徹底

した見直しを行い、その結果を予算へ反映させる。

（５）ファシリティマネジメント（県有施設の有効活用に向けた取組）

保有する県有施設等を経営資源と捉え、総合的かつ中長期的観点からコス

トと便益の最適化を図りながら、戦略的に管理・活用していくため、施設情

報の一元化・共有化を進め、維持管理経費の縮減や施設の集約化、計画的な

長寿命化対策等に取り組む。

（６）アセットマネジメント（公共土木・農林水産施設の効率的な管理）

高度経済成長期以降、集中的に整備した施設の老朽化が進行しており、安

全性の確保が大変重要になっている。

今後増加が見込まれる維持修繕費・更新費の最少化・平準化を図るため、

計画的に修繕等を行う「予防保全型維持管理」を導入し、長期的な視点から

公共土木・農林水産施設の適切な管理に取り組む。

（７）人材マネジメント及び組織風土の改革

統計分析や明確な根拠に基づいて顧客満足度を最大化するための効果的な

政策を企画立案する能力や自主的に考え行動することができるリーダーシッ

プを持った人材を育成するため、自治研修所における研修や職場研修（ＯＪＴ）

等を通じて職員の能力開発に積極的に取り組む。

また、組織の目標を職員一人ひとりが共有し、自らの行動目標にブレイク

ダウンすることにより、目標の達成に向けて積極的に取り組む姿勢を育むと

ともに、職員の能力や業務実績を的確に評価し、評価結果を給与や人事に活

用することによって職員の士気を高め、意識改革や能力開発を図り、より質

の高い行政組織への転換を目指す。

さらに、「ひとり１改善運動」の実施など、職員一人ひとりの「気づき」「発

想」を改善につなげるとともに、コスト意識の醸成、慣例や前例にとらわれ

ない自由な着想で積極果敢にチャレンジする組織風土づくりに取り組む。

（８）執行体制

多様化、専門化する行政需要に迅速に対応しながら、「晴れの国おかやま生

き活きプラン」を積極的かつ着実に推進するため、スクラップ・アンド・ビ

ルドを基本に、職員数の最適化を図りつつ、業務の内容に応じ、再任用職員

や任期付職員なども含め、限られた人材を戦略的に配置するとともに、効率
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的で効果的な組織の整備を進め、より実行力が発揮できる執行体制の構築に

取り組む。

（９）その他

①公の施設・外郭団体

公の施設については、施設の設置意義の検証など不断の見直しに取り組

むとともに、引き続き、コンセッション方式に係る国や他県の動向も踏ま

えつつ、ＰＦＩなど民間能力の活用方策を検討し、質の高いサービスの提

供に努める。

また、外郭団体についても、「岡山県外郭団体の設立及び運営指導に関す

る指針」及び「岡山県外郭団体の見直し基準」に基づき、設立意義や事業

の必要性、県の関与の在り方等の観点から不断の見直しに取り組む。

②地方分権

○地方分権改革

地方分権改革は、補完性の原則に基づく事務・権限、財源の大胆な移

譲等を通じて、国全体の行政システムの最適化を図る取組であり、国と

地方が協力し、税財源の在り方を見直しつつ、国の出先機関改革等を積

極的に推進する。

また、効率的な行政運営や行政コストの縮減などの観点から、常に問題

意識を持って現行制度を検証し、その見直しに取り組むとともに、国に対

しても積極的に提案する。

○市町村への事務・権限移譲

事務処理特例制度に基づく市町村への権限移譲については、平成２５

年３月に策定した「市町村への事務・権限移譲推進方針」に基づき、人

的・財政的な支援措置を講じつつ、個々の市町村の希望や提案に応じた、

より柔軟な移譲に取り組む。

③広域連携

各県が施設等を一揃え持つ「ワンセット主義」から脱却し、限られた資

源の有効活用や行政コストの削減を進めつつ、県域を越える広域的な課題

に対応するため、近隣県や中四国各県と互いにメリットのある関係を保ち

ながら、防災や医療、産業振興、観光、中山間地域振興、地球温暖化対策

など、様々な分野での広域連携を積極的に推進する。

④多様な主体との連携・協働

複雑多様化する県民ニーズに対応するため、民間の創意工夫やノウハウ

などを積極的に活用しながら、質の高い行政サービスを提供するとともに、

県民やボランティア・ＮＰＯ、企業、大学などがそれぞれの特性を生かし

主体的に活動できる環境づくりを進め、市町村はもとより、多様な主体と

の協働をより一層推進する。

８ 取組のフォローアップ

指針に基づく取組内容については、毎年度、検証を行いながら次年度の改革

につなげるとともに、分かりやすく整理し公表する。
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（参考資料１）岡山県の今後の収支見通し（粗い長期試算）

平成2５年度の税収や地方交付税等の増見込みにより、 25年度以降の収支についても、前回見通し平成2５年度の税収や地方交付税等の増見込みにより、 25年度以降の収支に いても、前回見通し
（H2５.2）より改善する見込みである

中期的には、社会保障関係費の増加により改善幅は小さくなるものの、全体としては前回とほぼ変わらな
い傾向となっている

収支の推移
（億円）

67

50

75

100

7

△ 13
△ 22

20
10

△ 10 △ 10 △ 10 △ 10
0

25

（給与カット反映）

△20

△ 22

△ 30

△ 40 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40△ 50

△ 25

△ 72
△ 65

△ 71
△ 77

△ 100

△ 75

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 (年度)

今回収支見通し

前回収支見通し（H25.2）

岡山県 県財政の現状と今後の見通し等

※Ｈ29以降は10億円きざみで表示

（参考資料２）財政調整基金の積立状況

（億円）

200 

※点線内は通常分の残高を示す

226 233 

194 

161 167

100 

116 

141 
161 167 

101 

50 60

0 
栃木 群馬 長野 岐阜 三重 岡山

50

栃木 群馬 長野 岐阜 三重 岡山
（H23末残高） （H23末） （H24末） (H25末)

60
41

（H23末残高） （H23末） （H24末） (H25末)

標準財政規模
に対する割合

2.8% 3.4% 4.4% 5.2% 4.7% 3.9% 4.0% 2.4%

［全国順位］ ［26位］ ［21位］ ［13位］ ［9位］ ［12位］ ［16位］

（1.2%） （1.4%） （1.0%）

岡山県

類似5団体平均 4.1％ ・全国平均 3.4％
※（ ）は財政調整基金残高

を通常分のみで算出した割合

県財政の現状と今後の見通し等
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（参考資料３）財政健全化判断比率等の状況

財政健全化判断比率等

実質公債費比率 全国順位 都道府県名 比率

1位 東 京 8.7%

2位 神 奈 川 9.2%

3位 群 馬 9.9%

全国順位 都道府県名 比率

1位 東 京 1.0%

2位 神 奈 川 10.6%

3位 沖 縄 11.0%

一般会計等が負担す
る実質的な公債費（地
方債の元利償還金）の

19年度

位 群 馬

・ ・ ・

・ ・ ・

34位 新 潟 ・ 佐 賀 16.0%

36位 岡 山 ・ 岐 阜 16.1%

38位 愛 媛 16.2%

24年度
（速報値）

位 沖 縄

・ ・ ・

11位 広 島 13.8%

12位 岡 山 ・ 佐 賀 14.0%

14位 福島・茨城・三重 14.1%

・ ・ ・

※早期健全化基準 25％

財政再生基準 35％

方債の元利償還金）の
標準財政規模に対す
る比率

将来負担比率

媛

全 国 平 均 13.5% 全 国 平 均 13.7%

全国順位 都道府県名 比率

1位 東 京 82.9%

2位 沖 縄 132 2%

全国順位 都道府県名 比率

1位 沖 縄 81.3%

2位 東 京 85 4%般会計等が将来負担

19年度

2位 沖 縄 132.2%

3位 鳥 取 151.3%

・ ・ ・

・ ・ ・

32位 滋 賀 250.8%

33位 岡 山 253 3%

24年度
（速報値）

2位 東 京 85.4%

3位 鳥 取 115.1%

・ ・ ・

27位 山 梨 216.7%

28位 岡 山 222.1%

29位 山 口 222 4%

※早期健全化基準 400％

一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債の
標準財政規模に対する
比率

33位 岡 山 253.3%

34位 広 島 258.3%

全 国 平 均 222.3%

29位 山 口 222.4%

・ ・ ・

全 国 平 均 210.5%

実質赤字比率、連結実質赤字比率、公営企業会計の資金不足比率については、いずれも該当なし

その他の財政指標

経常収支比率 19年度 99.5％（全国平均 94.7％、全国40位） → 23年度 92.0％（全国平均 94.9％、全国10位）

岡山県 県財政の現状と今後の見通し等

財政力指数 19年度 0.535  （全国平均 0.497、 全国17位） → 24年度 0.471  （全国平均 0.486  、全国19位）

（参考資料４）県債残高の推移と将来推計

臨時財政対策債の発行が高水準で続くことを前提としているため、県債全体では増加を続ける見込みとなるが、臨時財政対策債を除く臨時財政対策債の発行が高水準で続くことを前提としているため、県債全体では増加を続ける見込みとなるが、臨時財政対策債を除く

と、県債残高は減少を続ける見込みである。

（臨時財政対策債は地方交付税の代替として発行するものであり、その返済に要する費用は元金、利子ともに、後年度に地方交付税で手当される。）

県民１人あたりの県債残高（臨財債除き） 全国順位

14 623

18,000 

通常分（臨財債除き）

臨時財政対策債

（億円）
県民１人あたりの県債残高（臨財債除き） 全国順位

H19：第 位
（542千円／人）

17 H23：第 位
（508千円／人）

17

807 1 133 1 380 1 585 1 751 1 936 2,360 3,040 3,563 4,064 4,583 5,061 5,503 5,91210,941
11,426

11,970 12,097 12,087
12,17112,311 12,444

12,770
13,169 13,366

13,613
13,869

14,144
14,40214,623

12,000 

15,000 

118
351

807 1,133 1,380 1,585 1,751 1,936 2,360 3,040 3,563 4,064 4,583 5,061 5,503 ,

9,636

10,941

9,000 

・

9,636

10,823 11,075 11,163 10,964 10,707 10,586 10,560 10,508 10,410 10,129 9,803 9,549 9,286 9,083 8,899 8,711

6,000 

0 

3,000 

・

岡山県

H9 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

※25年度以降は見込数値

（年度）

県財政の現状と今後の見通し等
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（参考資料５）県税収入率の推移

県税収入率の推移（決算ベース）県税収入率の推移（決算ベ ス）

97.9
98.1

98.5
98.9

100.0
（19位）

（31位）

（25位）

（29位）

（％）

96.4 96.4 96.7 96.996.0

98.0
（17位）

（19位）
（24位）（23位）

93 2

94.0

（24位）
（23位）（21位）

（16位）

93.2

92.4 92.4 92.8

90.0

92.0

県税（個人県民税を除く）

個人県民税

88.0
21 22 23 24

個人県民税

県税全体

（年度）

H２１ H２２ Ｈ２３ Ｈ２４

県税（個人県民税を除く） 97.9 98.1 98.3 98.6

個人県民税 92 5 91 8 91 8 92 4

区分／年度

全国平均

岡山県 県財政の現状と今後の見通し等

個人県民税 92.5 91.8 91.8 92.4

県税全体 96.1 96.0 96.2 96.5

全国平均

性質別（事業費ベ ス）性質別（事業費ベ ス）性質別（事業費ベ ス）性質別（事業費ベ ス）

（参考資料６）歳出予算の内訳（H25当初予算）

（単位：百万円）

平成24年度
当初予算額

平成25年度当初予算額

予算額 増減額 増減率
Ａ Ｂ Ｂ Ａ (B A)／A

災害復旧事業費
40億円

性質別（事業費ベース）性質別（事業費ベース）性質別（事業費ベース）性質別（事業費ベース）

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ (B-A)／A

義務的経費 476,842 483,262 6,420 1.3%

人 件 費 215,892 224,495 8,603 4.0%

公 債 費 105,210 102,087 △ 3,123 △ 3.0%

社会保障関係費 79 297 81 899 2 602 3 3%

1.1%

0.6%

公共事業等費

国直轄事業負担金
75億円

億円

社会保障関係費 79,297 81,899 2,602 3.3%

そ の 他 76,443 74,781 △ 1,662 △ 2.2%

一般行政経費 100,931 104,358 3,427 3.4%

運 営 費 27,585 26,825 △760 △ 2.8%

事 業 費 73 346 77 533 4 187 5 7%

11.8%

8.7%

人件費

事業費

一般行政
経費

投資的経費

2 245億円

775億円

570億円

10.4%

686億円

事 業 費 73,346 77,533 4,187 5.7%

投資的経費 70,941 68,563 △ 2,378 △ 3.4%

公共事業等費 57,081 57,015 △ 66 △ 0.1%

国直轄事業負担金 8,820 7,510 △1,310 △14.9%

災害復旧事業費 5 040 4 038 △ 1 002 △ 19 9%

34.2%

4.1%
運営費

その他

15.9%
性質別歳出

6,562億円

義務的経費

経費 2,245億円

268億円

1,044億円

4 833億円

人件費：職員人件費 県全体の職員定数 24,742人 ［H25.4.1現在見込み］
（知事部局・諸局 3,947人、教育委員会 16,893人、警察本部 3,902人）

災害復旧事業費 5,040 4,038 △ 1,002 △ 19.9%

合 計 648,714 656,183 7,469 1.2%

15 6%12 5%

11.4%

公債費社会保障関係費

その他
73.7%

公債費：県債の元金 利子の返済に要する経費（取扱事務費を含む）

1,021億円
819億円

748億円
4,833億円

運営費：行政サービスの提供に必要な基本的な経費

15.6%12.5% 公債費：県債の元金・利子の返済に要する経費（取扱事務費を含む）

社会保障関係費：法律等によって県負担が義務付けられている、医療、介護、子ども、
障害福祉等の経費

事業費：県が政策判断により取り組む事業（投資的経費に分類されるもの以外）

単位：億円
構成比：％

その他：税関係交付金など、社会保障関係費以外の県負担で支出が義務づけられるもの

岡山県

公共事業等費：公共事業費及び道路・橋梁等、維持修繕経費、一定の施設の建設・改良

国直轄事業負担金：国直轄事業の負担金（県が徴収し国へ納付する受益者負担金を含む）
※各項目は億円未満の金額を四捨五入しているため
合計額と合わないことがあります。

県財政の現状と今後の見通し等
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社会保障関係費は高齢化の進展等により、現行の制度を前提として、今後も年20～40億円程度増加見込み

（参考資料７）社会保障関係費の将来推計

社会保障関係費の今後の推計（一般財源ベース）

社会保障関係費は高齢化の進展等により、現行の制度を前提として、今後も年20 40億円程度増加見込み

1200

（億円）

その他 （1 080）

※（ ）は事業費ベース

120
130 

140 
140 

839
863 

890 
920 

940 
970 

1,000 
1,040 

1000

その他

子ども

介護

医療

（819）
（848）

（873）
（898）

（930）
（950） （980）

（1,010）
（1,040）

（1,080）

310 320
340 

82 
82 82 

82 
80 

80 
80 

80 
80 

90 

82 
91 

100 
106 

110 
120 

120 

784 
816 

839 

800

（819）

235 247 255 265 
280 290 300 310 320 

400

600

385 396 402 410 420 430 440 450 460 470 
200

医 療：後期高齢者医療費・老人医療費、国民健康保険費、後期高齢者医療財政安定化基金積立金、結核健康診断・医療費

介 護：介護給付費負担金、岡山県介護保険財政安定化基金積立金

0
H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 （年度）

岡山県

介 護 介護給付費負担金、岡山県介護保険財政安定化基金積立金

子ども：児童手当費、児童保護費、児童保育費、児童扶養手当費、特別支援学校就学奨励費

その他：自立支援給付費、精神障害者自立支援給付費、生活保護費、特別障害者手当等給付費、精神保健措置費

県財政の現状と今後の見通し等
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